指定排水設備工事業者及び責任技術者講習資料
令和6年6月

　本資料は、排水設備計画確認申請に関するもので、詳細については飯塚市下水道条例及び施行

規程を参照して頂き、不明な点につきましては企業局各担当者へ問い合わせ下さい。

1． 排水設備工事申請の流れについて

1 排水設備工事の打合せについて

　　　　　　　排水設備工事の打合せは原則、指定排水設備工事業者の責任技術者と行います。

2 受益者負担金の納入状況の確認

受益者負担金が未納、または受益者負担金の納入確約書が取れていない場合は、排水設備計画確認申請書が受付できません。よって、申請前に受益者負担金の納入状況を企業管理課業務係の受益者負担金担当者に確認して下さい。

3 排水設備申請書の作成

　　　　　　排水設備計画確認申請書は、黒線のフト枠内をすべて記入し、記入漏れがないか確認すること。また、排水設備申請書の添付書類はA版サイズとし、図面は、位置図（ゼンリン）、平面図、配管立図（透視図）、縦断図等を添付し、管径、延長、桝径、桝深さ、土被り、勾配をもれなく記入し、内容については責任技術者が十分にチェックを行った後に企業局下水道課に提出すること。また、合流地区の排水設備は原則、分流方式で計画し、雨水排水設備の平面図も添付すること。なお、申請書の作成のしかた、添付書類については別紙「排水設備申請マニュアル」、使用する記号については「排水設備指針と解説」及び「下水道排水設備工事責任技術者講習会テキスト」によるものとする。申請書に不備な点がある場合は、申請書を返却しますので注意して下さい。

4 排水設備申請書の指摘事項について

企業局において事務、技術審査を行い、申請書の指摘事項がある場合は速やかに対処すること。

5 排水設備計画確認書の交付について

　　　　　　申請書の審査に問題がなければ排水設備計画確認書を交付します。企業局より電話連絡しますので審査・検査手数料（2,000円）の支払い後、確認書を手渡します。

　　　　　　工事は排水設備計画確認書の交付後に着手すること。なお、確認書発行前に工事に着手した場合は、指定工事店の指定停止処置等を行う場合がありますので、絶対に確認書交付前に工事はしないこと。

6 排水設備の施工について

　　　　　　工事は排水設備計画確認申請書に基づき、責任技術者の監理により施工すること。
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7 排水設備工事後の手続きについて

　　　　　　工事完了後、５日以内に完了届及び使用開始届を提出すること。完了届と使用開始届は黒線の太枠内及び右下の排水設備番号欄を記入し、完了届には完了時の平面図、配管立図（透視図）、縦断図等を添付の上、下水道課管理係へ、開始届はお客様センターへ提出すること。

　　　　　　使用開始届は排水設備工事が完了・未完了に関わらず、公共下水道を使用できるようになった時点でお客様センターへ提出すること。なお、使用開始届の提出の遅れは下水道使用料金の徴収漏れとなり、場合によっては、その徴収漏れの下水使用料金を施工業者に請求することがあるので十分注意すること。

完了届は排水設備計画確認申請書に記入した完了予定日までに企業局下水道課へ提出すること。また、完了予定日までに完了届が提出できない場合は、現況写真を添付し排水設備工事完了予定日変更届を提出すること。なお、完了予定日の２ヶ月後までを排水設備計画確認書の有効期限としますので、有効期限内に完了届、または完了予定日変更届が提出されなかった場合は申請を取下げたものとみなし、手数料は返還しないので注意すること。取下げられた申請書は再度申請と手数料が必要になり、再申請がない場合は無届工事として取り扱います。
8 完了検査について

完了検査は下水道課より検査日時を連絡するので、責任技術者が立会して検査を受けること。検査では桝の深さ、桝間の延長、トイレ汚水の逆流、水の流れの確認も行なうので、業者は検査の準備を行ない、検査時の指摘事項は早急に対処すること。なお、検査時にトラップ桝のエルボの付け忘れ、目地の付け忘れについては検査時に是正できるようにエルボ等を持参の上、検査を受けること。また、外構工事等により完了届の提出が遅れる場合は下水道課管理係と協議すること。

9 検査済証の発行

　　　　　　検査に合格すれば検査済証を交付します。検査済証は業者連絡ボックスに入れますので、受け取って申請者に渡すこと。その時に、排水設備の維持管理方法、特にトラップ桝の清掃等について十分な説明を行うこと。
2． 排水設備申請段階での注意事項について
1 公共桝新設について

　　　　　　公共桝が現場にない場合は、市費にて設置しますので、「公共桝及び取付管の新設願い」を提出すること。公共桝は各家庭に１個設置しますが、設置までに2カ月は必要ですので施主の方に十分な説明を行なうこと。なお、公共桝新設工事は年度をまたがっての工事が出来ないため、年度当初及び年度末付近で公共桝設置を計画した場合は、事前に下水道課管理係と協議すること。また、私費で公共桝設置を設置する場合は、制限行為の許可申請書を提出すること。
2 グリーストラップ等の設置について
　　　　　　調理場を有する建物(飲食店等)では必ずグリーストラップの設置を計画し、構造図　及び容量計算書、維持管理確約書（飲食店用）を申請書に添付すること。
　　　　　　また、その他特定施設では、必要があれば業種に応じた除害施設を設置する計画を行い、所定の申請書を提出すること。
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3 既存アパート、マンションの下水接続について

既存アパート等を公共下水道に切替る場合は、下水道使用料の賦課に伴い、既に住んでいる方の同意が必要となるため、住人の同意書を排水設備計画確認申請書に添付すること。

3． 排水設備の設計および施工について

1 土被りについて

　　　　　　最低土被りは宅地内20cm、私道内45cm以上であり、やむを得ない事情によりこれを満足できない場合はコンクリートなどの防護を施すこと。

　　　　②　桝と桝の距離について

　　　　　　排水管の直線部分の最大間隔は、管径の120倍以下とする。

　　　　③　桝の設置位置について

　　　　　　排水管の起点及び合流点(溜桝からの合流は支管可)及び屈曲点(水平及び鉛直方向の変化点)等には桝を設けること。ただし、宅内最終桝と公共桝との間の支管接合は不可。

4 雑排水用のトラップ桝（分離桝）について

台所排水など雑排水が汚水系統へ合流する手前にトラップ桝（分離桝）を設置すること。トラップ桝はφ300以上の溜桝（泥だめ15cm以上で下流トラップ）とし、設置スペースが厳しい場合は協議を行うこと。トラップ桝設置の際は維持管理性を考慮し、あまり深くならないように検討すること。なお、通称レインボックスは不可。

5 雑排桝へのし尿汚水の逆流防止について

　　　　　　逆流防止のため、し尿汚水桝と雑排水桝との桝間で最低5cm以上の段差を設け、特に小口径桝の場合はY型段差桝、Sソケット等を使用すること。
6 通気について

　　　　　　２階以上の建物からの排水がある場合は、必ず通気孔を設けること。

7 露出管について

　　　　　　露出管となる場合は、外力の作用しない箇所ではVP管を使用し、日光の当たる場所ではさらに劣化防止の保護を施し、外力の作用する箇所では保護管やコンクリートで防護する等の保護を施すこと。
8 既設排水設備の利用について

合併浄化槽からの切替においては雑排水が汚水系統へ合流する手前に溜桝(トラップ桝）があること、溜桝(トラップ桝)がない場合は新規に設置することを条件に利用を認めます。なお、その場合の平面図及び配管立図は既設部を破線及び既設管範囲を明示し、縦断図は全て作成すること。
9 排水設備の維持管理について

排水設備の維持管理に関する対応は、原則として請負業者が責任をもって対応すること。
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10 排水人口と管径について

	排水人口(人)
	排水管の内径(mm)

	150未満
	100以上

	150以上300未満
	125以上

	300以上500未満
	150以上

	500以上
	200以上


11 管径と勾配について

	排水管の内径(mm)
	勾配

	100以上
	2/100以上

	125以上
	1.7/100以上

	150以上
	1.5/100以上

	200以上
	1.2/100以上

	250以上
	1/100以上


12 桝の深さと内径について

	桝の深さ(mm)
	桝の内径(mm)

	1000以下
	150以上

	　　　1600以下
	200以上

	　　　1601以上
	300以上
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